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（第　 3

①

②

③

①

②

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっているの
か｡対象をどのような
状態にしたいのか）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

根拠法令等

１　計　画　（プラン）

地方自治法第100条第13項及び第14項、北広島市議会政務調査費の交付に関する条例

　各会派や市が進めている政策や市政全般について検討した上で課題を決定し、調査の
ための図書等の購入、先進市への行政視察、専門家による講義受講等の活動を展開し
た。

平成19年6月

4,800

　市議会議員（6会派及び無会派議員）

　市議会議員の調査・研究の推進を図り、議会活動の活性化に資する。

作成日

開かれた市政

内線734

課長職名事務区分

いきいきとした交流と連携のまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 鈴木正広

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

土谷　　繁

整理番号 38-3 作成部署 議会事務局市議会政務調査費交付事業事務事業名

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

情報公開

上位施策との関連
（総合計画での位
置付け）

　同　上

施策）

章

別紙１

H13

直接事業費

4,0633,944 4,464

4,464

地方債

一般財源

国支出金

9,000 9,000

17年度（決算）

0.04 0.04

3,944 4,063 4,800

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

視察研修

会派広報 3会派3会派

24人29人 23人 24人

3会派 6会派

0.04

9,000

360

4,824

0.04

9,000

5,160

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 4,304 4,423

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 360360 360

その他特財

8会派8会派

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

6会派図書・新聞の購入 7会派
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■

□

□

□

□拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

　政府が進める三位一体改革など地方自治が複雑多
様化する現在、地方自治体は行政のみならず、議会も
議会活動の活性化など次代に対応した議会活動が求
められていることから、この制度を活用し資質の向上等
を図るとともに、19年度から議会改革検討項目に位置
づけ支出基準及び交付金の額等、見直しを含め議論を
重ねる予定である。

　一次評価のとおり。
　市政諸課題の調査研究、議会活動の活性化を保持し
つつ交付額や使途基準などの見直しを進め、使途の透
明化、公正化を図る必要がある。

【１次評価】

□拡大重点化
□現状継続
■見直し

事務事業担当部局の
総合判定

　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

　全ての政務調査費について領収書の添付を行い、必
要に応じて公開を行っている。

　同　上

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

　市議会では会派制をとっており、政策集団としての会
派にとって政務調査費は不可欠であり、その成果は一
般質問や代表質問に生かされている。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

評点区分

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

現状維持

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

　政府が進める三位一体改革など地方自治が複雑多様化する現在、地方自治体は行政のみ
ならず、議会も議会改革や議員活動の活性化など時代に対応した議会活動が求められている
ことから、この制度を活用し資質の向上等を図るためにも、現状維持が妥当と考える。
　成果指標の設定を検討すること。

□現状継続
■見直し

4

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

4

4

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 38-3

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

-

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）
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補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ）

交付先団体等の
活動目的

交付先団体等の
活動内容

市議会議員の調査・研究の推進を図り、議会活動の活性化に資する

市政全般についての政策課題を決定し、調査のための先進市への行政視察、備品を購入し資
料を作成など活動を展開した。

■補助団体にある □市役所にある

支　　出

　　　　支　出　合　計（Ｃ）

（単位：千円）

17年度（決算）区　　　　分

本市補助・交付金の額 （Ａ）

その他（自己負担）

19年度（予算）

【交付先団体等の決算･予算の状況】

収　　入

155

　　　　収　入　合　計（Ｂ）

繰越金

視察・備品 155

155

155

別紙３ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金
名

政務調査費

無会派（議長）　橋本　　博

18年度（決算）

100 ％

％

0 0

補助・交付金の算出根拠

全体支出に対する本市補助・交付金の
割合(A)÷(Ｃ)

平成19年度　1人年額18万6000円×１０月/１２月＝ 155,000円

155

％
対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

％ 100

設立年 平成19年

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　
整理番号 38-3

□運営費・事業費の双方に充当
補助金等の充当
状況（17年度）

事務局の状況
（17年度）

0

交付先の名称及
び代表者名

構成員（団体）数 （19年6月末現在）1人

□運営費のみに充当

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ）

補助・交付金の対象経費（項目）

■事業費のみに充当



補助・交付金の対象経費（項目）

■事業費のみに充当

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 0

交付先の名称及
び代表者名

構成員（団体）数 （19年６月末現在）1人

□運営費のみに充当

100

設立年 平成1９年

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　
整理番号 38-3

□運営費・事業費の双方に充当
補助金等の充当
状況（17年度）

事務局の状況
（17年度）

対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

％

補助・交付金の算出根拠

全体支出に対する本市補助・交付金の
割合(A)÷(Ｃ)

平成19年度　1人年額18万6000円×１０月/１２月＝ 155,000円

155

％％

0 0

％ ％ 100 ％

155

別紙３ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金
名

政務調査費

無会派（副議長）　藤田　　豊

18年度（決算）

155

155

　　　　収　入　合　計（Ｂ）

繰越金

研修・備品

【交付先団体等の決算･予算の状況】

収　　入

155本市補助・交付金の額 （Ａ）

自己負担（その他）

19年度（予算）

（単位：千円）

17年度（決算）区　　　　分

補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ）

交付先団体等の
活動目的

交付先団体等の
活動内容

市議会議員の調査・研究の推進を図り、議会活動の活性化に資する

市政全般についての政策課題を決定し、調査のための専門家による研修に参加、備品を購入
し資料を作成するなど活動を展開した。

■補助団体にある □市役所にある

支　　出

　　　　支　出　合　計（Ｃ）



補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ）

交付先団体等の
活動目的

交付先団体等の
活動内容

市議会議員の調査・研究の推進を図り、議会活動の活性化に資する

市政全般についての政策課題を決定し、調査のための図書等の購入、先進市への行政視察、
議会活動報告を行なうなど活動を展開した。

■補助団体にある □市役所にある

支　　出

　　　　支　出　合　計（Ｃ）

（単位：千円）

17年度（決算）区　　　　分

本市補助・交付金の額 （Ａ）

その他（自己負担）

19年度（予算）

【交付先団体等の決算･予算の状況】

収　　入

171

　　　　収　入　合　計（Ｂ）

繰越金

視察・広報 171

171

171

別紙３ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金
名

政務調査費

無会派　田邊　優子

18年度（決算）

100 ％

補助・交付金の算出根拠

全体支出に対する本市補助・交付金の
割合(A)÷(Ｃ)

平成19年度　1人年額18万6000円×１１月/１２月＝ 1７０,５00円

171

％
対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

100

設立年 平成19年

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　
整理番号 38-3

□運営費・事業費の双方に充当
補助金等の充当
状況（17年度）

事務局の状況
（17年度）

0

交付先の名称及
び代表者名

構成員（団体）数 （19年３月末現在）1人

□運営費のみに充当

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ）

補助・交付金の対象経費（項目）

■事業費のみに充当



補助・交付金の対象経費（項目）

■事業費のみに充当

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 0

交付先の名称及
び代表者名

構成員（団体）数 （19年６月末現在）9人

□運営費のみに充当

100

設立年 平成1９年

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　
整理番号 38-3

□運営費・事業費の双方に充当
補助金等の充当
状況（17年度）

事務局の状況
（17年度）

対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

％

補助・交付金の算出根拠

全体支出に対する本市補助・交付金の
割合(A)÷(Ｃ)

平成19年度　1人年額18万6000円×１０月/１２月＝ 1５５,０00円×９名＝１，３９５，０
００円

1,395

％％

0 0

％ ％ 100 ％

1,395

別紙３ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金
名

政務調査費

新生みらい　田島　八郎

18年度（決算）

1,395

1,395

　　　　収　入　合　計（Ｂ）

繰越金

視察・広報・図書

【交付先団体等の決算･予算の状況】

収　　入

1,395本市補助・交付金の額 （Ａ）

その他（自己負担）

19年度（予算）

（単位：千円）

17年度（決算）区　　　　分

補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ）

交付先団体等の
活動目的

交付先団体等の
活動内容

市議会議員の調査・研究の推進を図り、議会活動の活性化に資する

市政全般についての政策課題を決定し、調査のための図書等の購入、先進市への行政視察、
国への陳情、会派議会ニュースを発行するなど活動を展開した。

■補助団体にある □市役所にある

支　　出

　　　　支　出　合　計（Ｃ）



補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ）

交付先団体等の
活動目的

交付先団体等の
活動内容

市議会議員の調査・研究の推進を図り、議会活動の活性化に資する

市政全般についての政策課題を決定し、調査のための図書等の購入、先進市への行政視察、
議員研修会への参加、議会活動報告など活動を展開した。

■補助団体にある □市役所にある

支　　出

　　　　支　出　合　計（Ｃ）

（単位：千円）

17年度（決算）区　　　　分

600本市補助・交付金の額 （Ａ）

その他（自己負担）

19年度（予算）

744

15

【交付先団体等の決算･予算の状況】

収　　入

512

　　　　収　入　合　計（Ｂ）

繰越金

研修・視察・広報

605

512665 745

512745

512

別紙３ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金
名

政務調査費

日本共産党　中野　　募

18年度（決算）

745

100 ％

％

665 745

90 ％ 100 ％

補助・交付金の算出根拠

全体支出に対する本市補助・交付金の
割合(A)÷(Ｃ)

平成19年度　1人年額18万6000円×１１月/１２月＝ 1７０,５00円 ×3名＝５１１，５００
円

512

％
対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

90 ％ 100 100

設立年 平成15年

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　
整理番号 38-3

□運営費・事業費の双方に充当
補助金等の充当
状況（17年度）

事務局の状況
（17年度）

0

交付先の名称及
び代表者名

構成員（団体）数 （19年６月末現在）3人

665

□運営費のみに充当

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） -60 0

補助・交付金の対象経費（項目）

■事業費のみに充当



補助・交付金の対象経費（項目）

■事業費のみに充当

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 49 119 0

交付先の名称及
び代表者名

構成員（団体）数 （19年6月末現在）5人

431

□運営費のみに充当

100

設立年 平成15年

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　
整理番号 38-3

□運営費・事業費の双方に充当
補助金等の充当
状況（17年度）

事務局の状況
（17年度）

対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

111 ％ 127

補助・交付金の算出根拠

全体支出に対する本市補助・交付金の
割合(A)÷(Ｃ)

平成19年度　1人年額18万6000円×１１月/１２月＝ 1７０,５00円 ×５名＝852，５００
円 　　平成１７・１８年度執行残額は市へ返還

853

％％

431 439

111 ％ 127 ％ 100 ％

853

別紙３ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金
名

政務調査費

市民クラブ　小岩　均

18年度（決算）

558

853439

853431 439

　　　　収　入　合　計（Ｂ）

繰越金

視察・図書・便品

480

【交付先団体等の決算･予算の状況】

収　　入

853本市補助・交付金の額 （Ａ）

その他（自己負担）

19年度（予算）

558

（単位：千円）

17年度（決算）区　　　　分

480

補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ）

交付先団体等の
活動目的

交付先団体等の
活動内容

市議会議員の調査・研究の推進を図り、議会活動の活性化に資する

市政全般についての政策課題を決定し、調査のための図書等の購入、先進市への行政視察、
備品購入による資料の作成など活動を展開した。

■補助団体にある □市役所にある

支　　出

　　　　支　出　合　計（Ｃ）



補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ）

交付先団体等の
活動目的

交付先団体等の
活動内容

市議会議員の調査・研究の推進を図り、議会活動の活性化に資する

市政全般についての政策課題を決定し、先進市への行政視察等の活動を展開した。

■補助団体にある □市役所にある

支　　出

　　　　支　出　合　計（Ｃ）

（単位：千円）

17年度（決算）区　　　　分

540本市補助・交付金の額 （Ａ）

その他（自己負担）

19年度（予算）

558

62

【交付先団体等の決算･予算の状況】

収　　入

341

　　　　収　入　合　計（Ｂ）

繰越金

視察

542

341542 564

341564

341

別紙３ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金
名

政務調査費

自民クラブ　竹林　顕

18年度（決算）

564

100 ％

％

542 564

100 ％ 99 ％

補助・交付金の算出根拠

全体支出に対する本市補助・交付金の
割合(A)÷(Ｃ)

平成19年度　1人年額18万6000円×１１月/１２月＝ 1７０,５00円 ×2名＝341，000円

341

％
対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

100 ％ 99 100

設立年 平成19年

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　
整理番号 38-3

□運営費・事業費の双方に充当
補助金等の充当
状況（17年度）

事務局の状況
（17年度）

0

交付先の名称及
び代表者名

構成員（団体）数 （19年6月末現在）2人

542

□運営費のみに充当

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 0 0

補助・交付金の対象経費（項目）

■事業費のみに充当



補助・交付金の対象経費（項目）

■事業費のみに充当

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 0 39 0

交付先の名称及
び代表者名

構成員（団体）数 （19年6月末現在）2人

448

□運営費のみに充当

100

設立年 平成15年

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　
整理番号 38-3

□運営費・事業費の双方に充当
補助金等の充当
状況（17年度）

事務局の状況
（17年度）

対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

97 ％ 112

補助・交付金の算出根拠

全体支出に対する本市補助・交付金の
割合(A)÷(Ｃ)

平成19年度　1人年額18万6000円×１１月/１２月＝ 1７０,５00円 ×2名＝341，000円
平成１８年度の執行残額は市へ返還

341

％％

448 333

97 ％ 112 ％ 100 ％

341

別紙３ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金
名

政務調査費

公明党　木村　真千子

18年度（決算）

372

341333

341448 333

　　　　収　入　合　計（Ｂ）

繰越金

研修・視察・広報･備品

448

13

【交付先団体等の決算･予算の状況】

収　　入

341本市補助・交付金の額 （Ａ）

その他（自己負担）

19年度（予算）

372

（単位：千円）

17年度（決算）区　　　　分

435

補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ）

交付先団体等の
活動目的

交付先団体等の
活動内容

市議会議員の調査・研究の推進を図り、議会活動の活性化に資する

市政全般についての政策課題を決定し、先進市への行政視察、専門家によるk講座の受講、
備品の購入による資料作成、会派通信の発行など活動を展開した。

■補助団体にある □市役所にある

支　　出

　　　　支　出　合　計（Ｃ）


